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令和５年度「学校における働き方改革推進プラン取組状況調査」の結果について【概要】 

 

                                                 令 和 ６ 年 ３ 月 １ １ 日 

                                                 千葉県教育庁教育振興部教職員課 

                                                 電話 ０４３－２２３－４０６３ 

  

令和５年１１月に実施した、「学校における働き方改革推進プラン」（以下、「プラン」

という。）の取組状況調査の結果がまとまりましたので、その概要をお知らせします。 

この調査は、各市町村教育委員会及び県立学校が、令和３年３月に改定した「学校に  

おける働き方改革推進プラン」に示した４８項目（４０項目に数値目標を設定）の取組の

進捗状況を検証することで、働き方改革に効果のある取組を明らかにし、教職員の総労働

時間の縮減に資するために実施したものです。 

 
１ 調査方法等 
（１）調査時期 令和５年１１月１日現在の取組状況 
（２）調査対象 県内の全ての市町村教育委員会及び県立学校 
        ※市町村教育委員会は、千葉市を除く５３市町村を対象 
（３）調査の実施方法 

①市町村教育委員会 
「プラン」に掲げた２１項目の取組状況をアンケートにより回答 

②県立学校 
「プラン」に掲げた１９項目の取組状況をアンケートにより回答 

  ③市町村教育委員会による取組状況調査（追加調査） 
「副校長・教頭の業務改善のための取組」や「部活動に係る業務改善のための取組」等について各市
町村教育委員会の取組状況を回答 

（４）取組達成の判断基準 
「学校における働き方改革推進プラン」の『教育委員会の具体的取組』２１項目と、『学校の具体的取

組』１９項目について、各取組の「取組達成の判断基準」のチェック項目が全て当てはまる場合は、取
組が達成したこととする。 
 

２ 調査結果の概要   
（１）市町村教育委員会の取組状況（データ編Ｐ１参照） 

①達成率が高い取組項目 
  【取組 ５】県と市町村が、業務改善等の取組について連携 ９８％（１００％） 

  【取組 ９】恒常的に８０時間を超える職員の実態把握と指導・助言  ８５％（９０％） 

  【取組１５】長期休業期間中に年間５日以上の学校閉庁日を設定   ９１％（１００％） 

②取組状況が向上した項目 
  【取組 ３】出退勤時刻を客観的に把握するシステムの構築     ７５％「６８％」 

  【取組１１】校務の効率化のためのＩＣＴの活用          ８５％「７２％」 

  【取組１９】スクール・サポート・スタッフや部活動指導員の配置  ８３％「７６％」 

③達成率が低い取組項目 
【取組 １】業務改善に関し、ＰＤＣＡサイクルの構築            ３６％（１００％） 

【取組 ４】働き方改革に係る全庁的な推進体制を構築             ３０％（９０％） 

【取組１７】研修会等の精選・改善、オンライン化を図る      ３２％（９５％） 

                   （ ）は令和５年度目標値 「 」は昨年度の達成率 

 

（２）県立学校の取組状況（データ編Ｐ７～参照） 

①達成率が高い取組項目 

【取組 ３】教職員は月４５時間を超えないよう業務の時間を調整  ９７％（８０％） 

【取組 ５】校長はスクラップ＆ビルドの観点で業務量増加に留意  ９１％（１００％） 

【取組 ７】行事等の見直し                   ９８％（１００％） 

【取組 ８】校務効率化のためのICTの積極的な活用        ９１％（１００％） 

②達成状況が向上した項目 

  【取組 ９】学習指導に係るICTの積極的な活用          ７５％（６９％） 

  【取組１６】長期休業中の定時退庁と夏季休暇の取得        ６９％（６３％） 
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③達成率が低い取組項目  
【取組１２】定時退勤に努める日の設定。             ４７％（８０％） 

【取組１３】部活動の実態把握と、必要に応じた改善        ４８％（１００％） 

                                 

      
 

各市町村教育委員会の今年度の取組 

教育委員会が推進すべき２１項目の取組のうち、令和４年度の達成率を上回った取組は、１０項目あっ

た。 
一方で、前年度を下回った項目は９項目あり、中でも【取組２・６・１３・２０】のように１０ポイン

ト以上下がっている項目もある。コロナ禍が終わり、学校行事や部活動の大会、地域行事等がコロナ以前

の状況に戻る中、対応に苦慮していることも一因としてあるように思われる。 
学校でできること、各市町村教育委員会でできること、それぞれ取組が進みつつある中、地域や保護者 

と連携した一層の働き方改革を進めていく必要がある。 

 
 

県立学校の今年度の取組 

学校が推進すべき１９項目の取組のうち、令和４年度の達成率を上回った取組は、１１項目だった。 

一方で、昨年度を下回った項目は８項目あり、特に【取組１、１０、１７】は大きく達成率が減少してい

る。しかし、令和３年度と比較すると達成率は伸びていることから、昨年度大幅に取組が進んだものの、取

組の進捗状況が落ち着いたものと思われる。ただし、勤務実態調査の結果からも、副校長・教頭の時間外在

校等時間の多さは問題であり、【取組１７】の達成状況が下がっていることからも対策が喫緊の課題である。 

 

 


